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ゴーン元会⻑を巡る事件 ゲームの理論を地で⾏くこの司法取引は⽇本で２件⽬ 
 
ゲームの理論の中の「囚⼈のジレンマ」である。Wikipedia によると、 
 

囚⼈のジレンマとは、ゲーム理論におけるゲームの 1 つ。お互い協⼒する⽅が協⼒しな
いよりもよい結果になることが分かっていても、協⼒しない者が利益を得る状況では互い
に協⼒しなくなる、というジレンマである。各個⼈が合理的に選択した結果（ナッシュ均衡）
が社会全体にとって望ましい結果（パレート最適）にならないので、社会的ジレンマとも呼
ばれる。 

1950 年に数学者のアルバート・タッカーが考案した。ランド研究所のメリル・フラッド
とメルビン・ドレシャーの⾏った実験をもとに、タッカーがゲームの状況を囚⼈の黙秘や⾃
⽩にたとえたため、この名がついている。 
ゲームの基本 

共同で犯罪を⾏ったと思われる 2 ⼈の囚⼈ A・B を⾃⽩させるため、検事はその 2 ⼈の
囚⼈ A・B に次のような司法取引をもちかけた。 

本来ならお前たちは懲役 5 年なんだが、もし 2 ⼈とも黙秘したら、証拠不⼗分として減
刑し、2 ⼈とも懲役 2 年だ。 

もし⽚⽅だけが⾃⽩したら、そいつはその場で釈放してやろう（つまり懲役 0 年）。この
場合黙秘してた⽅は懲役 10 年だ。 

ただし、2 ⼈とも⾃⽩したら、判決どおり 2 ⼈とも懲役 5 年だ。 
このとき、「2 ⼈の囚⼈ A・B はそれぞれ黙秘すべきかそれとも⾃⽩すべきか」というの

が問題である。なお 2 ⼈の囚⼈ A・B は別室に隔離されており、相談することはできない状
況に置かれているものとする。 
 
 
司法取引（Wikipedia）によると、 
⽇本における司法取引 

⽇本法では司法取引は認められていなかった。しかし、司法取引を認めるべきとの声はあ
り、導⼊に向けた動きが出て、2014 年 9 ⽉ 18 ⽇に法制審議会は司法取引制度（捜査・公判
協⼒型協議・合意制度）の新設や、取り調べの録⾳・録画の義務付けを柱とする刑事司法制
度の改⾰案を正式に決定した。2016 年 5 ⽉に改正刑事訴訟法が成⽴した。2018 年 6 ⽉ 1 ⽇
より施⾏された。適⽤第 1 号は三菱⽇⽴パワーシステムズ社員の贈賄事件、適⽤ 2 号は⽇
産⾃動⾞のカルロス・ゴーン会⻑らが逮捕された⾦融商品取引法違反事件となっている。 



 

 
 
 


